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１．はじめに 

エネルギー・環境問題への対応が急務となる中、CO2

を排出せず、設置が容易な太陽光発電は、さらなる普

及拡大が期待されている。また、太陽光発電は、蓄電

池と組み合わせて災害時の電力供給減としても期待

されている。今後、蓄電池の導入効果・経済性を確保

するために、本研究では太陽光発電・蓄電池システム

で平時から蓄電池を活用する経済的な運用方法を検

討する。 

２．蓄電池の運用方法 

太陽光発電・蓄電池システムにおいて蓄電池を活用

する運用法は、大きく 2つに分けられる。 

一つは太陽光発電電力の自家消費を促進する方法

（運用法 1）である。太陽光発電による余剰分を蓄電

池に充電し、太陽光発電だけで電力を賄えない際に蓄

電池から放電を行う。これにより、購入電力量を削減

し、電気料金のうち電力量料金を削減する。 

もう一つはピークカットと呼ばれる方法（運用法 2）

である。この運用法では、夜間に蓄電池を充電し、太

陽光発電と組み合わせて、ピーク時の購入電力を設定

値（ピークカットレベル）以下に抑制する。これによ

り、最大購入電力を削減し、電気料金のうち基本料金

を削減する。なお、設定可能なピークカットレベルは、

年間シミュレーションでピークカットレベルを変更

しながら計算を行い求める。 

本研究では、これらを組みわせた運用法（運用法 3）

を検討する。この運用法では、各月の最大電力負荷が

ピークカットレベルを超える月は運用法 2を、そうで

ない月は運用法 1で運用する。 

３．運用法の評価方法 

本研究では、システムの導入対象を豊橋市の小中学

校とし、これら 3つの運用法に従い、システム規模ご

とに年間シミュレーションを行う。その結果から電気

料金を求め、経済的な運用法を検討する。 

年間シミュレーションでは、1 年間の各時間の電力

消費量と太陽光発電データを用いて、蓄電池の充放電

力、系統からの購入電力（売電電力）を計算する。ま

た、それらの値から電気料金（電力量料金＋基本料金）

を計算し、システム規模ごとに最適な運用法を検討す

る。 

なお、1 時間ごとの電力負荷は、豊橋市の小中学校

の年間消費電力の中央値に、各月の電力消費の割合と

文献(1)に示される照明・電気機器類の日負荷の割合を

掛け合わせることで求めた。1 時間ごとの太陽光発電

量については、METPV-20（日射量データベース）から、

豊橋市の平均年の 1時間ごとの日射量・気温データを

用いて求めた(2) 。 

４．研究結果 

運用法による電力負荷および太陽光発電電力、購入

電力、蓄電池の時系列による変化の時系列結果を見る

と、例えば電力負荷の小さい 3月は、運用法3は運用

法1と同じ運用になる。太陽光発電の余剰電力が発生

し、運用法1と3では蓄電池を充電して夜間に購入電

力を削減していることがわかる。 

これに対して、電力負荷の大きい 7月は、運用法 3

は運用法2と同じ運用になる。太陽光発電の余剰電力

は発生せず、運用法2と3では蓄電池を活用して最大

購入電力を抑制している。 

以上のようなシミュレーションの結果、小学校、中

学校ともにシステム規模が小さい場合、特に太陽光発

電容量が小さい場合には運用法 3が経済的で、システ

ム規模が大きい場合には運用法1が経済的であること

が分かった。 

システム規模が小さい場合に運用法3が有用である

のは、電力負荷の大きさによって運用法を切り替える

ことで、1 年を通して蓄電池を活用し、基本力金と電

力料金をバランスよく削減できるためだと考えられ

る。逆に、システム規模が大きい場合に運用法1が経

済的であるのは、増加する余剰電力量を最も効果的に

抑制できるためだと考えられる。 

５．まとめ  

本研究では、太陽光発電・蓄電池システムにおいて

蓄電池を平時から運用し、システムの経済性を向上さ

せるための運用法を、豊橋市の小中学校を導入対象と

して検討した。 

その結果、システム規模が大きければ自家消費を促

進させる運用法、小さければ自家消費を促進させる運

用とピークカット運用を組み合わせた運用が有用で

あることが分かった。 

【参考文献】 

(1) 角田曄平、金島正治：「教育施設における用途別エネ

ルギー需要に関する調査研究 －エネルギー需要想

定に向けた小中学校における用途別エネルギー需要

単位－」、日本建築学会環境系論文集、Vol.81、No.725、

pp.633-640、2016年 7月 

(2) NEDO日射量データベースの解説書 Web版 Ver 3.0、

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構、2021年 4月 


